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近年、大学等の研究教育機関における研究成果等の「知」を民間企業が活用し、新技術の
研究開発や新事業の創出を図ることを目的として、産学連携の動きが加速している。また、
首相官邸が設置する日本経済再生本部が出した「日本再興戦略2016」によれば、2025年度ま
でに大学・国立研究開発法人等に対する企業の投資額の目標を現在の３倍とすることが挙げ
られている。
このように、最近では産学連携の推進を求める動きが活発になっているものの、両者の
元々の常識や文化が大きく異なっていたため、必ずしも産学連携で大きな成果を生み出すこ
とができない場合もある。とりわけ、知財面において両者の立場に大きな食い違いが生じる
ケースが多々見受けられる。
本連載では、産学連携の最前線に携わっている、研究教育機関側の立場の方および企業側
の立場の方に交互にインタビューを行い、とりわけ知財面での問題やその解決手段について
リアルな声を聞くことにより、産学連携を成功させるヒントを探っていきたい。
連載第４回では、様々な産学連携のプロジェクトに携わっている大王製紙株式会社知的財
産部参与の萬（よろず）秀憲氏に、大企業から見た産学連携の現状について話をうかがった。

大企業にとっての産学連携とは

───　萬様は現在お勤めの大王製紙株式会社において様々な産学連携のプロジェクトに携わっ
ているとお伺いしております。中小企業ですと十分な研究施設がない等のリソース不足により大
学等と提携して共同研究を行うというのは分かるのですが、御社のような大企業が大学等と提携
して産学連携を進める意義を教えていただけますでしょうか。
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（連載第４回）
産学連携のリアル
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知財から見た 産学連携のリアル（第４回）

（大王製紙株式会社　知的財産部　参与　萬秀憲氏）

萬　大企業には十分な研究施設や多数の研究員がおり研究のリソースに余裕があると思われがち
ですが、現在は新たな商品開発を行うにあたり研究が細分化してきており、あらゆる分野の研究
開発を一企業だけで行うのは難しいと感じております。昔は日本の会社はどこも中央研究所を持
ち、研究員には自由に研究をさせてきましたが、今はあらゆる分野の研究を自社だけで行うのは
大変になってきているため、自社だけではできない部分を外部から補完しなければなりません。
また、今は技術が細分化されるだけではなく、様々な技術を総合的に捉えてこれらを統合しなが
ら課題を解決しなければならない時代になっています。現在、様々な業界においてオープンイノ
ベーションの取り組みが盛んに行われているのも、いろいろな分野の人の力を合わせて解決しな
ければならない課題が出てきているという背景があり、共同研究や共同開発が推し進められるの
もその流れの一環だと思います。そうなりますと、産学連携に対する捉え方についても、大企業
と中小企業との間で大きな差はなく、自社だけではできない部分を外部からどう補完するかが企
業の大小を問わず大事になってきます。

───　先ほど、研究開発における課題という言葉が挙げられましたが、課題を発見すること自
体と、課題を解決していくことと、どちらのほうが産学連携に適しているとお考えでしょうか。

萬　商品開発のプロジェクトでは、課題の発見は企業が行い、その課題を大学に持ち込むケース
が多いです。課題自体は明確ですので、それをどうすれば解決できるのか、この課題を解決する
ためにどんな人とどのようにしてやっていかなければならないだろうかということで、外部にア
プローチしていくことになります。弊社の場合では大学の先生に課題を発見してもらうことはあ
まり無いですね。ただ、課題が分からないけれども、ある分野でこれから解決していこうとする
課題を連携して発見していきましょうということもあります。イノベーションの技術がなかなか
見つからないときは、課題が明確ではなく手がかりを見つけられないこと自体が課題ですので、
何が課題かを大学の先生にも一緒に考えてもらいます。商品開発の場合ですと、どんな商品を作


